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ま え が き 
 

 労働省編職業分類は元来公共職業安定機関における職業区分の基準として作成されていま

すが、現在では大別すると次の 3つの役割を担っています。第 1は職業安定行政における実

務用具としての役割です。公共職業安定機関における求人・求職者の職業別区分の基準には

労働省編職業分類が用いられています。第 2は行政施策における役割です。厚生労働省の施

策において職業の基準として用いられています。また、労働省編職業分類にもとづく職業安

定行政の業務統計は日本標準職業分類にもとづく各種統計調査の結果と比較照合することが

できます。第 3は職業紹介業務における職業分類の基準としての役割です。職業安定法第 15

条には労働省編職業分類を官民を問わず職業紹介業務に用いる職業分類の共通基盤にするこ

とが謳われています。 

 本報告書は、これら 3つの役割のうち第 1の役割に焦点をあて、労働省編職業分類の来る

べき改訂に向けて問題点と課題を整理したものです。いわば改訂作業の露払いの役目を負っ

ているのがこの報告書ということになります。実務用具としての職業分類は、職業紹介業務

の効率に資するかどうかが問われます。現状をみると、1999年の改訂から既に 6年以上経過

しており、現実の求人・求職の職種の中には職業分類上の職業に位置づけることがむずかし

いものもみられます。正に職業分類の改訂に向けて準備を始める時機に至っているといえま

す。 

 本報告書では、分類と現実との食い違いを把握するためヒアリング調査及び質問紙調査を

実施して問題点の整理を行っています。調査にご協力くださった方々にこの場を借りてお礼

を申し上げます。 

 本報告書は、公共職業安定機関において職業紹介の業務に携わっている職員の方々を主な

読者に想定して執筆されています。職業分類に対する理解をいっそう深めるために本書が何

ほどかの役に立つことがあれば望外の喜びです。また、職業安定行政の職員の方々のほかに

職業紹介や職業相談・指導に関心をお持ちの方々にもご参考になることがあれば幸いです。 
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